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水産・農林業 (1 社) 

株式会社マルハグループ本社  

 

鉱業 (1 社) 

石油資源開発株式会社  

 

建設業 (16 社) 

東急建設株式会社  

オリエンタル建設株式会社 (02) (03) 

株式会社大林組  

松井建設株式会社  

安藤建設株式会社  

勝村建設株式会社  

大豊建設株式会社  

前田建設工業株式会社 (02) (03) 

東鉄工業株式会社  

株式会社植木組  

株式会社ピーエス三菱  

大東建託株式会社 (03) 

エス・バイ・エル株式会社 (03) 

日本電設工業株式会社  

ダイダン株式会社  

千代田化工建設株式会社  

 

食料品 (21 社) 

協同飼料株式会社  

森永製菓株式会社  

明治製菓株式会社 (02) (03) 

江崎グリコ株式会社  

株式会社ヤクルト本社 (03) 

日本ハム株式会社  

伊藤ハム株式会社 (02) (03) 

アサヒビール株式会社 (02) (03) 

キリンビール株式会社 (02) (03) 

オエノンホールディングス株式会社 (03) 

メルシャン株式会社 (02) (03) 

ダイドードリンコ株式会社  

カルピス株式会社 (03) 

株式会社ポッカコーポレーション (02)  

不二製油株式会社 (03) 

味の素株式会社 (03) 

キユーピー株式会社 (03) 

株式会社ニチレイ (02) (03) 

株式会社加ト吉 (02)  

株式会社なとり (03) 

ミヨシ油脂株式会社  

 

繊維製品 (7 社) 

グンゼ株式会社 (02) (03) 

日本毛織株式会社  

帝人株式会社 (03) 

東邦テナックス株式会社 (02)  

株式会社クラレ  

株式会社ワコール (02)  

株式会社レナウンダーバンホールディングス  

 

パルプ・紙 (3 社) 

株式会社巴川製紙所  

紀州製紙株式会社  

レンゴー株式会社 (02)  

 

化学 (28 社) 

昭和電工株式会社  

日産化学工業株式会社 (03) 

ラサ工業株式会社  

呉羽化学工業株式会社  

日本曹達株式会社 (03) 

株式会社トクヤマ (02)  
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関東電化工業株式会社  

三菱ガス化学株式会社  

ＪＳＲ株式会社  

東京応化工業株式会社  

日本ゼオン株式会社 (03) 

宇部興産株式会社 (02) (03) 

日立化成工業株式会社  

日本油脂株式会社  

花王株式会社  

三洋化成工業株式会社  

日本特殊塗料株式会社 (02) (03) 

大日本インキ化学工業株式会社  

コニカミノルタホールディングス株式会社 

(02) (03) 

株式会社資生堂 (02)  

ライオン株式会社 (02) (03) 

株式会社ミルボン (02) (03) 

株式会社ファンケル  

日東電工株式会社  

シーアイ化成株式会社  

前澤化成工業株式会社 (02) (03) 

株式会社ニフコ (02)  

日本バルカー工業株式会社  

 

医薬品 (10 社) 

協和発酵工業株式会社  

三共株式会社  

武田薬品工業株式会社 (02) (03) 

大日本製薬株式会社 (03) 

富山化学工業株式会社 (03) 

エーザイ株式会社 (02)  

持田製薬株式会社 (03) 

大正製薬株式会社 (03) 

エスエス製薬株式会社  

杏林製薬株式会社  

 

石油・石炭製品 (6 社) 

新日本石油株式会社  

昭和シェル石油株式会社 (02) (03) 

コスモ石油株式会社 (03) 

富士興産株式会社  

ニチレキ株式会社 (03) 

新日鉱ホールディングス株式会社 (03) 

 

ゴム製品 (1 社) 

株式会社ブリヂストン (02) (03) 

 

ガラス・土石製品 (5 社) 

日東紡績株式会社  

旭硝子株式会社  

東芝セラミックス株式会社 (03) 

日本カーボン株式会社  

株式会社ノリタケカンパニーリミテド (03) 

 

鉄鋼 (6 社) 

新日本製鐵株式会社  

東京製鐵株式会社 (02) (03) 

大阪製鐵株式会社  

東洋鋼鈑株式会社  

丸一鋼管株式会社 (03) 

株式会社栗本鐵工所 (02)  

 

非鉄金属 (4 社) 

日本軽金属株式会社 (02) (03) 

住友金属鉱山株式会社 (02) (03) 

古河電気工業株式会社  

リョービ株式会社 (02) (03) 

 

金属製品 (7 社) 

三協・立山ホールディングス株式会社  

株式会社ハルテック (02) (03) 

東洋シヤッター株式会社 (03) 
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株式会社ノーリツ (02) (03) 

日立粉末冶金株式会社  

中国工業株式会社  

日本発條株式会社  

 

機械 (23 社) 

オークマ株式会社  

株式会社アマダ  

アイダエンジニアリング株式会社  

株式会社ディスコ (02) (03) 

豊和工業株式会社 (03) 

株式会社島精機製作所  

日本スピンドル製造株式会社  

株式会社小松製作所  

住友重機械工業株式会社  

新東工業株式会社  

日立機電工業株式会社 (03) 

株式会社荏原製作所  

株式会社椿本チエイン  

油研工業株式会社 (03) 

フジテック株式会社  

蛇の目ミシン工業株式会社  

ブラザー工業株式会社  

日本ピストンリング株式会社 (02) (03) 

株式会社キッツ (03) 

株式会社マキタ  

日立造船株式会社 (03) 

三菱重工業株式会社  

石川島播磨重工業株式会社 (03) 

 

電気機器 (41 社) 

イビデン株式会社  

株式会社日立製作所 (03) 

株式会社東芝  

三菱電機株式会社  

富士電機ホールディングス株式会社  

デンヨー株式会社  

マブチモーター株式会社 (02) (03) 

オムロン株式会社 (02) (03) 

日本電気株式会社  

岩崎通信機株式会社  

アイホン株式会社  

セイコーエプソン株式会社  

株式会社京三製作所  

ホーチキ株式会社 (02)  

シャープ株式会社 (02) (03) 

アンリツ株式会社 (02) (03) 

ソニー株式会社  

三洋電機株式会社  

株式会社ケンウッド  

株式会社タムラ製作所 (02) (03) 

池上通信機株式会社  

パイオニア株式会社  

日本ビクター株式会社  

株式会社ヨコオ (02) (03) 

日立マクセル株式会社  

アルパイン株式会社 (02) (03) 

スミダコーポレーション株式会社 (02) (03) 

横河電機株式会社  

株式会社山武 (02) (03) 

株式会社堀場製作所 (02)  

株式会社メガチップス  

コーセル株式会社 (03) 

株式会社エンプラス  

ローム株式会社 (02)  

浜松ホトニクス株式会社 (03) 

株式会社村田製作所 (03) 

松下電工株式会社 (02)  

株式会社ミツバ  

株式会社リコー  

株式会社三協精機製作所 (03) 

東京エレクトロン株式会社 (02)  



JCGR                       日本コーポレート・ガバナンス研究所 
 

All rights reserved copyright (c) Japan Corporate Governance Research Institute, Inc. 2004 
  - 4 - 

輸送用機器 (17 社) 

豊田紡織株式会社  

株式会社豊田自動織機 (03) 

三井造船株式会社 (02) (03) 

川崎重工業株式会社  

トヨタ自動車株式会社 (02) (03) 

トピー工業株式会社  

曙ブレーキ工業株式会社 (03) 

ＮＯＫ株式会社 (03) 

カヤバ工業株式会社  

カルソニックカンセイ株式会社 (03) 

太平洋工業株式会社  

ダイハツ工業株式会社  

株式会社今仙電機製作所  

本田技研工業株式会社 (02) (03) 

ヤマハ発動機株式会社 (03) 

株式会社ヨロズ  

株式会社エフ・シー・シー  

 

精密機器 (8 社) 

テルモ株式会社 (03) 

株式会社トキメック  

愛知時計電機株式会社  

株式会社ニコン (02) (03) 

ＨＯＹＡ株式会社 (02) (03) 

ノーリツ鋼機株式会社  

ペンタックス株式会社 (03) 

リズム時計工業株式会社 (02)  

 

その他製品 (13 社) 

凸版印刷株式会社 (02) (03) 

図書印刷株式会社  

共同印刷株式会社  

コンビ株式会社  

株式会社アシックス  

ヤマハ株式会社 (02)  

パラマウントベッド株式会社  

リンテック株式会社 (02) (03) 

株式会社バンダイ (02)  

コクヨ株式会社 (02) (03) 

株式会社岡村製作所 (02)  

ミズノ株式会社 (03) 

株式会社アデランス  

 

電気・ガス業 (5 社) 

東京電力株式会社 (03) 

中部電力株式会社  

東北電力株式会社  

九州電力株式会社  

東京ガス株式会社  

 

陸運業 (5 社) 

富士急行株式会社  

西日本鉄道株式会社 (03) 

ヤマト運輸株式会社 (03) 

センコー株式会社 (02) (03) 

福山通運株式会社  

 

海運業 (4 社) 

日本郵船株式会社  

株式会社商船三井 (02)  

川崎汽船株式会社 (03) 

飯野海運株式会社 (03) 

 

空運業 (2 社) 

株式会社日本航空 (03) 

国際航業株式会社  

 

倉庫・運輸関連業 (2 社) 

宇徳運輸株式会社 (02) (03) 

株式会社キユーソー流通システム  
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情報・通信業 (13 社) 

株式会社野村総合研究所  

株式会社アルゴ２１ (02) (03) 

フューチャーシステムコンサルティング株式

会社  

株式会社シーエーシー  

ＮＥＣソフト株式会社 (03) 

日本ユニシス株式会社 (03) 

ＫＤＤＩ株式会社  

株式会社スクウェア・エニックス  

株式会社シーイーシー (02)  

日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社  

住商情報システム株式会社  

株式会社ＣＳＫ (02)  

富士ソフトＡＢＣ株式会社  

 

卸売業 (25 社) 

株式会社ホウスイ  

アルフレッサホールディングス株式会社  

ＳＰＫ株式会社  

株式会社トーメンエレクトロニクス  

株式会社エクセル  

伊藤忠商事株式会社 (03) 

丸紅株式会社  

長瀬産業株式会社 (02)  

豊田通商株式会社 (03) 

三井物産株式会社 (02)  

住友商事株式会社 (02) (03) 

第一実業株式会社 (03) 

キヤノン販売株式会社 (03) 

阪和興業株式会社  

菱電商事株式会社 (03) 

極東貿易株式会社  

兼松エレクトロニクス株式会社  

東邦薬品株式会社  

株式会社サンゲツ  

株式会社ヤマタネ (03) 

トラスコ中山株式会社  

日本ビジネスコンピューター株式会社 (02)  

因幡電機産業株式会社  

株式会社スズケン (03) 

ジェコス株式会社  

 

小売業 (18 社) 

株式会社エディオン  

株式会社サーラコーポレーション  

株式会社三越 (03) 

ワタミフードサービス株式会社 (02)  

株式会社ユナイテッドアローズ  

株式会社ムトウ  

株式会社ベスト電器  

株式会社セブン－イレブン・ジャパン  

株式会社ヨークベニマル  

株式会社大丸  

株式会社伊勢丹 (02) (03) 

株式会社ニッセン  

株式会社パルコ (03) 

イオン株式会社  

株式会社平和堂  

株式会社サガミチェーン  

ミニストップ株式会社  

株式会社やまや  

 

銀行業 (13 社) 

株式会社三菱東京フィナンシャル・グループ  

株式会社りそなホールディングス (03) 

株式会社西日本銀行  

株式会社常陽銀行  

株式会社山形銀行  

株式会社北國銀行  

株式会社滋賀銀行  

株式会社百五銀行  
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株式会社中国銀行 (02)  

株式会社百十四銀行  

株式会社大分銀行  

株式会社琉球銀行  

株式会社徳島銀行  

 

証券、商品先物取引業 (6 社) 

株式会社大和証券グループ本社 (02)  

株式会社日興コーディアルグループ  

野村ホールディングス株式会社 (03) 

新光証券株式会社  

三菱証券株式会社  

松井証券株式会社 (03) 

 

保険業 (6 社) 

三井住友海上火災保険株式会社 (03) 

日本興亜損害保険株式会社 (02) (03) 

株式会社損害保険ジャパン  

あいおい損害保険株式会社  

富士火災海上保険株式会社  

株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス  

 

その他金融業 (8 社) 

株式会社クレディセゾン (02)  

株式会社オーエムシーカード (02) (03) 

大阪証券金融株式会社  

イオンクレジットサービス株式会社  

株式会社ニッシン  

アコム株式会社  

日立キャピタル株式会社 (02) (03) 

オリックス株式会社 (02) (03) 

 

 

 

 

 

不動産業 (3 社) 

三井不動産株式会社 (03) 

株式会社テーオーシー  

明和地所株式会社 (03) 

 

サービス業 (13 社) 

日本工営株式会社 (03) 

ＮＥＣフィールディング株式会社 (03) 

綜合警備保障株式会社 (03) 

株式会社電通  

株式会社もしもしホットライン  

株式会社ユー・エス・エス  

東京テアトル株式会社 (03) 

株式会社ホリプロ  

株式会社オークネット (03) 

株式会社メイテック  

株式会社アサツーディ・ケイ  

株式会社ナムコ  

株式会社ベネッセコーポレーション 

（以上 341 社） 

 

＊(02)、(03)はそれぞれ 2002 年調査、2004 年

調査の回答会社であることを表す。 


